
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明 

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE KOHNAN SHOJI CO.,LTD.

最終更新日：2016年5月31日
コーナン商事株式会社

代表取締役社長 疋田 直太郎

問合せ先：IR広報室

証券コード：7516

http://www.hc-kohnan.com

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

 当社は企業の継続的発展を図るため、意思決定の迅速化により機動力を発揮し、経営の健全性と透明性の充実に努め、株主や顧客をはじめ、
取引先、従業員、地域社会等の各ステークホルダーに対する企業価値向上を経営上の基本的な方針としております。その実現のために内部統 
制体制の整備・強化を図り、コーポレート・ガバナンスの充実に努めております。 

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

疋田 耕造 4,007,093 11.55

港南株式会社 2,040,070 5.88

疋田 直太郎 1,794,040 5.17

コーナン商事取引先持株会 1,225,650 3.53

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 1,185,900 3.42

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 875,299 2.52

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 860,600 2.48

JP MORGAN CHASE BANK 380634 779,000 2.25

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 734,200 2.12

有限会社ケーエヌサービス 493,600 1.42

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 2 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

――― 

――― 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 12 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

0 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

田端 晃 弁護士

太田垣 啓一 他の会社の出身者

似鳥 昭雄 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

田端 晃  ―――

弁護士として企業の法務に関する豊富な経
験、実績と幅広い見識を有しており、また、業
務執行を行う経営陣から独立した客観的な立
場にあることから、当社経営に資するところが
大きいと判断し、社外取締役として選任してお
ります。

太田垣 啓一  ―――

大手総合化学会社である東ソー株式会社の代
表取締役副社長を歴任するなど、企業の経営
に関する豊富な経験、実績と幅広い見識を有
しており、また、業務執行を行う経営陣から独
立した客観的な立場にあることから、当社経営
に資するところが大きいと判断し、社外取締役
として選任しております。

似鳥 昭雄  ―――

日本最大級のホームファニシングチェーンであ
るニトリグループの株式会社ニトリホールディ
ングス代表取締役会長であるなど、企業の経
営に関する豊富な経験、実績と幅広い見識を
有しており、また、業務執行を行う経営陣から



【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

 

会社との関係(1) 

会社との関係(2)

 

独立した客観的な立場にあることから、当社経
営に資するところが大きいと判断し、社外取締
役として選任しております。 

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 5 名

 監査役は、取締役会をはじめとする重要な会議への出席や業務・財産の状況調査をするなどの方法により、取締役の業務執行を監査しており
ます。また、監査役は、内部監査部の監査結果について検討を行い、必要に応じて再調査を求めております。 
 内部監査部（専任者４名）は、年間の内部監査スケジュールに基づいて、本部及び店舗へ往査し、内部監査を実施しております。また、内部統
制の充実を図るため、内部統制関係部署（総務部、経営企画部、経理部）と連携しながら、内部監査を通じて内部統制体制の整備・運用状況の
評価を行っており、財務報告に係る内部統制については、社内の独立的評価部署として有効性評価を行っております。これらの内部監査の結果
については、社長に報告するとともに、監査役にも報告し、適宜、内部統制の是正・改善に向けた意見交換を行っております。財務報告に係る内
部統制については、評価結果を踏まえて会計監査人とも定期的に意見交換を行っております。  
 監査役と内部監査部とは定期的に、かつ、随時に会合を持ち、業務執行の監査が効率的かつ効果的に実施されるように意見・情報交換を行っ
ております。また、監査役は会計監査人とも定期的に会合を開催し、監査計画、監査手続及び監査結果についての意見交換を行っており、緊密
な連携を図っております。さらに、監査役と社外取締役とは、随時に会合を持ち、業務執行の監督又は監査が効率的かつ効果的に実施されるよ
うに意見・情報交換を行っております。  
 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

窪山 剛泰 他の会社の出身者

吉塚 健 税理士

奥田 純司 弁護士

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

 窪山氏は、過去において当社の取引先 
である港南株式会社（当社の関連当事者  企業経営における幅広い経験と高い見識に 



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

窪山 剛泰  

取引に関する注記の対象先）の業務執行
者でありましたが、窪山氏が同社の業務 
執行者を退任してから約９年が経過して
おります。

基づく監査機能の発揮が期待できるため、社 
外監査役として選任しております。

吉塚 健 ○ ―――

 税理士としての高い見識と専門的見地に基
づく監査機能の発揮が期待できるため、社外
監査役として選任しております。 
また、社外監査役としての職務を遂行するに当
たって、一般株主と利益相反のおそれがないと
判断されるため、独立役員として指定しており 
ます。

奥田 純司  ―――
 弁護士としての高い見識と専門的見地に基
づく監査機能の発揮が期待できるため、社外
監査役として選任しております。

独立役員の人数 1 名

――― 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

平成17年5月に役員退職慰労金制度を廃止したことに伴い、要支給額相当額についてストックオプションを割当てております。 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役

平成17年5月26日時点で在任の取締役・監査役が対象。 現在は取締役1名が対象。 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

有価証券報告書にて、全取締役の報酬の総額を開示しております。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

 取締役及び監査役の報酬の額は、取締役全員及び監査役全員の報酬総額の最高限度額を株主総会の決議により決定し、各取締役の報酬額
は、取締役会の授権を受けた代表取締役が、業績貢献や業務執行状況を勘案して決定し、各監査役の報酬額は、監査役の協議により決定して 
おります。 

 社外取締役と社外監査役とは主として総務部が担当部署として当社の重要事項について報告し、必要な助言を頂くなど緊密な連携を図ってお
ります。 

 当社は、取締役会、監査役会および会計監査人を設置しております。また、業務執行の効率化とスピードアップを図ることを目的に執行役員制
度を導入しております。 
 取締役会は取締役12名（うち社外取締役３名）で構成され、原則毎月１回開催し、経営上の最高意思決定機関として、経営方針・経営戦略など
の重要事項の決定と業務執行の監督を行っております。 
 監査役会は監査役５名（うち社外監査役３名）で構成され、取締役会をはじめとする重要な会議への出席や業務・財産の状況調査をするなどの
方法により、取締役の業務執行を監査しております。 



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

 
 当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、当該監査法人の会計監査および財務報告に係る内部統制監査を受けております。 

 当社は、常に最良のコーポレートガバナンスを追求し、その充実に取り組んでおります。取締役会及び執行役員が効率的かつ迅速な意思決定
を行い、監査役が取締役の職務の執行を監査するとともに、社外取締役及び社外監査役が客観的・中立的立場から監視を行う、現状の企業統
治の体制が最良のコーポレートガバナンス体制であると判断し、現状の体制を採用しております。 
 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

その他 株主総会における報告・説明のビジュアル化を図り、わかり易い説明を心がけております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期ごとのアナリスト説明会を東京と大阪でそれぞれ開催しております。 
年2回（2月末の決算と8月末の中間決算）の東京・大阪における 
アナリスト説明会合計4回は代表取締役社長自身の主催によります。

あり

IR資料のホームページ掲載

中間・期末報告書をホームページに掲載しており、その中で代表取締役社長 
が株主の皆様へ報告・挨拶をしております。また、決算短信・四半期決算短 
信、決算情報をはじめとする適時開示情報、月次売上動向等を掲載しており 
ます。

IRに関する部署（担当者）の設置 IR広報室を設置しております。

その他
機関投資家・アナリストへの個別訪問、スモール・ミーティング等を実施し、当 
社の業況について丁寧に説明しております。また、当社に対する各種取材・問 
合せにも積極的に対応しております。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

当社の事業活動は、顧客、取引先、株主、従業員、地域社会等多様な利害関係者との取引等 
の関係をとおして行われるほか、企業としての社会的責任を果たすことも要請されるため、事業 
遂行に際して遵守すべき項目を基本的な方針として明確にするため、「行動指針」を制定してお 
ります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

株主・投資家に対する、経営に関する事項・事業活動状況等の企業情報の開示については、
関係法令に従い、積極的かつ公正に行っております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

 当社では、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制に関
する基本方針を定めております。その内容は以下のとおりであります。 
 
１．当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
 
 当社は、事業活動を展開するにあたり、法令及び定款等を遵守することが経営の最重要課題の一つであることから、「行動指針」を定め、コンプ
ライアンス意識の周知・徹底に努める。また、「コンプライアンス規程」に基づき、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス経営の推進を
図るほか、法令等に違反する行為を早期に発見し、是正するため、通報窓口を社内外に設置するとともに社内に相談窓口を設置する。さらに、社
長直轄の内部監査部が各部署の業務遂行状況を定期的に監査し、その結果を社長に報告する。 
 また、財務報告の信頼性を確保するため、関係法令等に則り、財務報告に関する内部統制体制の整備を行う。 
 
２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 
 当社は、情報の保存及び管理については、「情報管理規程」、「文書管理規程」、「特定個人情報取扱規程」等に基づき、保存及び管理を行う。 
 
３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 
 当社の事業活動に関する各種リスクに対しては、事業の内容に応じて設置した本部の長がそれぞれの本部を統括し、各本部がそれぞれ法令、
規程等に基づいて対応する。また、主要な業務については、「内部管理規程」、「財務報告に係る内部統制実施規程」を遵守するほか、「リスクコ
ントロール・マトリックス」を作成し、その運用によりリスク及び損害の発生の回避に努める。 
 
４．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 
 当社は、「組織規程」、「職務権限規程」、「業務分掌規程」等により、職務の責任と権限を明確にし、迅速かつ効率的な業務執行を行う。また、
原則毎月１回開催される取締役会のほか、必要に応じて各種会議体を設けて当社全体の意思統一及び経営方針の徹底を図り、効率的な業務
執行の推進に努める。 
 
５．当社並びに当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
 
 当社の内部統制に関する諸規程は、子会社にも準用し、共通の認識のもとに事業活動を行う。また、当社から子会社に役職員を派遣するととも
に、子会社の業務執行状況を適宜把握する。当社と子会社間の取引にあたっては、法令及び規程等を遵守する。 
 
６．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使用人の当社の取締役か
らの独立性に関する事項並びに当社の監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
 
 当社の監査役がその職務を補助するため、使用人を置くことを求めた場合は、社内において必要な体制を迅速に確保する。この場合、使用人
の当社の取締役からの独立性を確保するため、使用人の任免、評価等については、監査役会と協議する。 
 
７．当社の監査役への報告に関する体制及び当社の監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制 
  
 当社の監査役は、取締役会をはじめとする主要な会議体に出席できるほか、監査役会から求めがあった場合、当社並びに当社の子会社の取
締役及び使用人は、監査役会に出席して報告する。当社の監査役に報告を行った者に対しては、当該報告を行ったことを理由として、不利な取
扱いを行うことを禁止し、これを周知徹底する。 
 
８．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項及びその他当社の監査役の監査が実効的に行わ
れることを確保するための体制 
 
 当社の監査役が職務の執行について生ずる費用の前払等を請求したときは、当該監査役の職務の執行に必要でない場合を除き、速やかに当
該費用又は債務を処理する。また、当社の監査役は、会計監査人から会計監査及び財務報告に係る内部統制監査の内容について説明を受け
るほか、必要に応じて、弁護士、会計監査人等から助言を受けることができる。 

 当社は、社会秩序や健全な企業活動に脅威を与える反社会的勢力との関係を毅然とした態度で遮断する。また、役職員に対する教育・啓蒙活
動を通じて周知徹底を図るとともに、事案発生時には警察等外部の機関と連携し、必要に応じて顧問弁護士等のアドバイスを受けながら組織全
体で法律に則した対応を行う。 



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

 

買収防衛策の導入の有無 なし

――― 

 当社は、「コーナン商事株式会社行動指針」を定め、企業倫理及びコンプライアンスを重視する誠実かつ公正な企業活動を行い、会社情報の適
時開示について、当社株式等を上場している証券取引所の適時開示規則等を遵守し、株主及び投資者の投資判断に影響を及ぼす重要な会社 
情報を、適時、公平かつ正確に開示するよう努めております。 
 また、会社情報の適時開示に係る所管部署を経営企画部としております。会社の重要な情報は経営企画部に集約され、経営企画部の責任者 
が総合企画本部長（情報取扱責任者）に報告・検討し、適時開示規則等に基づき適時開示の要否の判断を行い、決定・発生後速やかにTDネット
により情報を開示しております。 



【模式図】
　　1.　コーポレートガバナンスの体制

 選任・解任  選任・解任  選任・解任

 

業務・会計監査     会計・内部統制監査

内部監査

取  締  役  会
（ 取 締 役 ）

会 計 監 査 人

株  主  総  会

監  査  役  会
（ 監 査 役 ）

内 部 監 査 部 代 表 取 締 役



 

 

 

 

2. 適時開示までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①決定事実に関する情報 

（案件担当） 各部署 

経営企画部 

総合企画本部長 

（情報取扱責任者） 

取締役会（承認） 

IR広報室（情報開示窓口） 

情 報 開 示 

報告 

付議 

情報開示の 

要否の判断・ 

報告 

②発生事実に関する情報 

各部署 

経営企画部

総合企画本部長 

（情報取扱責任者）

代表取締役 

情 報 開 示 

報告 

報告 

情報開示の 

要否の判断・ 

報告 

③決算等に関する情報 

経理部 

経営企画部 

総合企画本部長 

（情報取扱責任者）

取締役会（承認） 

（または、代表取締役） 

情 報 開 示 

報告 

情報開示の 

要否の判断・ 

付議ないし報告 

報告・検討 報告・検討 

IR広報室（情報開示窓口） IR広報室（情報開示窓口） 

報告・検討 
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